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要	 望	 書 
 

私たちは不登校・ひきこもりの経験者や全国各地の不登校の親の会、フリースクール運営経

験者などから構成するネットワークです。	

貴協会におかれましては、制作局文化・福祉番組部制作の番組「ハートネット TV」のWEB
連動企画「チエノバ」にて、テーマ「不登校」を 2016年 1月 28 日、2月 25日放映予定のシ
リーズでとりあげるためとして、「不登校経験者の家庭学習実態調査」を行われております

（https://www.nhk.or.jp/heart-net/form/mail_futoukou.html	および別紙参照）。 
このアンケート内容につきまして、下記の問題点をご理解頂き、４について番組の中、及び

アンケート発送先に対し、訂正頂きたく要望致します。 
 
 

記 
 
１．	 アンケート対象の偏りについて	

	

アンケート用紙（別紙）では調査の対象について、「全国のフリースクール、フリースペー

ス、親の会、通信制高校などにかかわる保護者の方々に幅広くご協力いただいております」と

ありますが、不登校の状態にある（あった）子どものうち、「フリースクール、フリースペー

ス、親の会、通信制高校」に関わりを持つ者はごく一部です1。	

さらに言えば、「全国のフリースクール、フリースペース、親の会、通信制高校などにかか

わる保護者」のすべてにアンケート用紙が配布されているのでしょうか？	 特定の機関のみに

配布しているとすれば、結果にさらなる偏向が生じます。	

このような、偏った少数を対象とする調査結果を材料として「不登校の子どもにとって、今

後どのような支援が必要なのか考えていく」のは、現実から乖離した考察・結論に至る恐れが

強く、放送法第四条の三及び四（後記参照）に適合しているとは言えません。	

	

２．当事者に聞かないアンケートで「必要な支援を考える」のは、当事者及び関係者	

の不利益と、視聴者の認識の錯誤につながります。	

	

アンケート前文に「不登校経験者を対象に家庭学習の実態を調査することにしました」とあ

りますが、質問の対象は保護者のみとなっています。当事者（子ども）自身の認識・意思・希

                                                   
1	 たとえばフリースクールなどの民間施設に通う小中学生は 4200 人で、不登校児童生徒の約 3.5％である（平成２

７年「小・中学校に通っていない義務教育段階の子供が通う民間の団体・施設に関する調査」）。	



望を調査せずに「支援のあり方を探る材料とする」のは、子どもの最善の利益が考慮に入れら

れず、子ども自身が望まない「支援」の策定と押しつけにつながる恐れが多分にあります2。	

子どもと親の意思・希望はしばしば一致せず、親の望みを子どもに押しつけることから家庭

内の緊張や暴力が生まれることは、多くの識者・経験者が述べるところです。このアンケート

結果および番組放映の影響で、家庭で苦しむ子ども・親が増えることを強く懸念します。	

	

３．アンケートの配布・収集にあたり、回答を促し方向づけるような文書が添付されて

いるようです（別紙）。本アンケートは前文に「〜制度を作ろうという動きがあります。

そこで、『ハートネット TV』では〜」とあるように、現在制定を検討されている法制度

に関連があり、放送法第四条の二、三に反している強い恐れがあります。	

	

４．「義務教育」について事実誤認があり、視聴者の誤解につながる強い恐れがありま

す。	

	

	 アンケート前文に「フリースクールや家庭学習で教育を受けた場合でも、義務教育を終了し

たと認める制度を作ろうという動きがあります。」とありますが、そもそも現在、日本では「年

齢主義」がとられており、どこで学ぶかにかかわらず一定年齢に達すれば義務教育を修了した

と認められています3。ですがこの前文では、「現在はフリースクールや家庭学習をしていては

義務教育修了とは見なされていない」という間違った前提を含んでおり、放送法第四条の三に

反しています。 
また、この前文では「義務教育」の意味が「子どもが教育を受ける義務」と読み取られる可

能性がありますが、現在の日本の法体系では「子どもが教育を受ける義務」はどこにも定めら

れていません。このアンケートの実施自体が、義務教育の概念の誤解につながります。 
 

５．「義務教育を修了」という文言は、差別につながる制度を前提にしています。	

	

アンケート前文にある「義務教育を修了したと認める制度」とは、現在検討が進んでいる「義

務教育の段階に相当する普通教育の多様な機会の確保に関する法案」（以下「多様な教育機会確保法

案」）であると考えられますが、本法案第十八条で「卒業」ではなく「修了」と定めていること

は、差別や学歴格差につながる可能性が高く、多くの識者や経験者が強い懸念と反対を表明し

ています4。このように、特定の制度のみを前提にし、その中にある差別につながる文言を使用

していることは人権侵害につながります。 
	

６．質問事項が「家庭学習」に限られ、さらに「教科学習」を基本としていることに、

多くの重大な問題があります。	

	

-１．不登校の子どもとその保護者は不安や迷いを抱えています。学校生活などで傷つき、疲

れきって不登校になった子どもに必要なことは、まずは学習ではなく休息です。また、子ど

も本人の状態と意思を最大限に尊重することが何よりも大切です。そのようなときにこのア

ンケートを受けたり、番組を見たりすることで、子どもも保護者も「やはり家庭でも勉強し

なければいけない」と焦りやプレッシャーを感じ、ますます苦しむことを強く憂慮します。	

                                                   
2 国連「子どもの権利条約」第 12 条には自己に関係する事項への子どもの意見表明権が定められています。	
3 文部科学省「義務教育に係る諸制度の在り方について」（2005年1月初等中等教育分科会の審議のまとめ参考資料）
http://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chukyo/chukyo0/toushin/05082301/010.htm	
4 奥地圭子「『多様な教育機会確保法』はどんな法案か―私達は如何にして道を拓くのか―」
http://freeschoolnetwork.jp/p-proposal/1467,  当ネットワークブログ「★「多様な教育機会確保法案」反対要望へ
の賛同人の声」http://ftk.blog.jp/archives/45139510.htmlなど	



-２．このアンケート全体に、「家庭で学習すること」とそれを支援することが無前提に是とさ

れています。それらがほんとうに当事者の求めるものなのか、かえって当事者を苦しめるこ

ともあるのではないか、検討が必要です。「不登校の子どもにとって、今後どのような支援

が必要なのか考えていく」のであれば、当事者が求める「支援」とはなんなのか、そもそも

制度的な「支援」が求められているのか、そのようなゼロ地点からの、対象に偏りがなく当

事者の意思を確実に反映できる全体的な調査・検討が必要ではないでしょうか？	

・Q5-3で「家庭学習をしない（しなかった）理由」を問い、Q5-4で「どんなサポートがあ
ればできる（できた）と思いますか？」と問うのは、家庭学習ができるほうがよいという

認識に立った誘導的な設問です。	

・Q7のメリット／デメリットの設定は恣意的で一方的です。	
	

７．Ｑ８「これまで、義務教育は無償という前提がありますが、今後、家庭学習も義務

教育に含まれることになった場合家庭での学習に月いくらまでなら、支払えますか？」

は、憲法第二十六条に定める義務教育の無償に違反する仮定を含んでいます。	

	 	

	

以上	

	

 
後記	 放送法 第四条 

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

（国内放送等の放送番組の編集等）  
第四条  	 放送事業者は、国内放送及び内外放送（以下「国内放送等」という。）の
放送番組の編集に当たつては、次の各号の定めるところによらなければならない。  
一  	 公安及び善良な風俗を害しないこと。  
二  	 政治的に公平であること。  
三  	 報道は事実をまげないですること。  
四  	 意見が対立している問題については、できるだけ多くの角度から論点を明らか
にすること。  
 


